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東海情報通信懇談会の部会等の見直し（案）

● コロナ禍を経て、各部会活動はセミナーの開催が中心となり、会員相互の交流の場、地域課題の解決に向けた議論の場としての活動が

停滞。このような活動の停滞は、会員にとって懇談会への参画メリットの低下にも繋がっており、部会活動の活性化を図ることは急務

の課題。

● 懇談会内の活動は、産・学・官連携、異業種間連携に重点を置き、特定業界向けの活動等は、総務省・東海総合通信局関連の組織体や

関係業界団体を通じて推進することとしてはどうか。

● 一方、セミナーや勉強会の開催にとどまらず、東海地域の社会経済の発展・課題解決を通じて会員のビジネスにも資するプロジェク

ト形成支援や、継続的支援についても実施する方向で検討してはどうか。

基本的考え方

企画委員会

総会

幹事会(※)

※ 総会の議決事項を実施
するための基本指針等
を策定(31名)

事務局

現行組織

顧問役員

電波の日・情報通信月間
推進委員会

地域情報化部会

情報通信部会

電波部会

放送部会

静岡地区連絡会

現行名称 見直し後名称 方針(案)・論点

企画委員会 － ●デジタル人材不足への貢献も含めた各部会に共通した課題を検討
する機会を設けてはどうか。（現在先行して設置している、ものづ
くりＤＸＷＧのような形を想定。）

地域情報化部会 ＤＸ推進部会
(仮称)【別紙１】

● 東海地域のＤＸ推進を加速するため、ＤＸ推進部会(仮称)を設置
 するとともに、部会活動を通じて会員間の交流と地域課題に関する
議論の場を創出し、懇談会会員（ユーザ側・メーカー側双方）の参
画メリット向上と、外部関係団体との連携強化を図ってはどうか。
※ 情報通信部会が担ってきた情報リテラシー等の取組は別の組織
体での対応を想定。

情報通信部会 (上記に一本化)

電波部会 － ● ＩＣＴの新技術・サービスの分野に活動範囲を拡大するとともに、
情報通信の研究者との交流・連携を推進する、四国のＩＣＴ研究
者サロン【別紙２】などを参考とした活動を検討してはどうか。

放送部会 放送部会)
【別紙３】

● 部会活動は、放送メディアによる地域貢献・地域課題解決(ア
  ジパラなど地域イベント支援、4Kコンテンツ等による地域情報
発信)や放送事業の経営革新支援(バックヤード業務へのAI活用、
リモートプロダクション等）中心に推進してはどうか。

● 放送事業者間で解決できる課題の扱いや放送事業者向け啓蒙等
は、部会の主体性に任せつつも、基本的に取り扱わない方向とし
てはどうか。

静岡地区連絡会 － ● 静岡地区連絡会については、現地の要望により設置し一定の
活動がされているところ、そのまま存置してはどうか。（なお、
岐阜、三重における会合開催は幹事会でフォロー。）

※ 各部会について主管課は設置するが、主管課及び属する部の所掌にこだわらず活動を企画・推進するものとし、局内の関係
各部課は全ての部会の活動に対して積極的に支援・協力する。
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部会等の見直し［DX推進部会（仮称）］

課題
● コロナ禍を経て部会活動は、セミナーの開催が中心となり、
会員相互の交流の場、地域課題の解決に向けた議論の場とし
ての機能が停滞。

● このような部会活動の停滞は、会員にとって懇談会への参画
メリットの低下にも繋がっており、部会活動の活性化を図る
ことは急務の課題。

目指すべき姿
● 部会活動(必要に応じて設置するＷＧを含む)を通じ、会員相互の

交流の場、地域課題の解決に向けた議論の場を設け、懇談会会員

(ユーザ側/メーカー側双方)の参画メリットを増進させるとともに、

外部の関連組織体とも連携を図り、その効果の最大化を目指す。

● 具体的には、地域情報化部会と情報通信部会を一本化し、新たに

東海地域のＤＸ推進を支援する組織(ＤＸ推進部会(仮称))」を設置

してはどうか。また、部会・ＷＧの運営、セミナーの開催等に関

する議論の進捗や企画の検討状況を部会間で共有し、効率的かつ

効果的な運営を実施することとしてはどうか。

● 一般向けの施策(情報リテラシーの周知啓発等)は、事業者団体

との連携強化を図り、周知啓発の場を拡大する一方、イベント開

催等必要に応じ総会・幹事会のもと企画を実施してはどうか。

地域情報化部会 情報通信部会

● 運営委員会、勉強会を開催(年2回)

● 勉強会、セミナーを開催(各年1回)

（地域DX､自治体DX､医療DX 等）

● デジタル化に関する予算について関係

  省庁と合同説明会を開催(年1回)

● 運営委員会を開催(年2回)

● 情報通信セミナーを開催(年1回)

（防災､生成AI､偽誤情報 等）

● 視察会の開催

＜近年の活動実績＞

東海情報通信懇談会 ＤＸ推進部会(仮称)

● 会員等が保有する技術・ノウハウ等の把握
● 地域課題に応じた技術・ノウハウ等の最適化検討
● 総務省をはじめとする国の支援策等の紹介 など

東海地域ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾝﾌﾗ整備･活用推進協議会【別紙４】

● 自治体(４県＋160市町村)ｱﾝｹｰﾄに基づく課題把握
● 課題の解決に向けた先進事例/技術等の共有
● 自治体と技術やﾉｳﾊｳを保有する企業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ 等
(※ 懇談会を協議会の構成員とすることも検討。)

デジタル人材ＷＧ

● デジタル人材の確保・育成
● ＤＸ推進を先導する人材、使いこなせる人材、ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ人材

など多種多様であるため､会員ｱﾝｹｰﾄ研修やｾﾐﾅｰ､視察先の内容等に
ついて議論｡

ⅮⅩ推進のイメージ

地域課題
解決技術
等の紹介

懇談会と協議会/経済団体等
の密接な連携※

ＤＸの推進による地域課題の解決

※ この部会及びＷＧの庶務は、情報通信連携課及び情報通信振興課が担うこと
を想定。

推進分野に応じた柔軟なＷＧの設置

● 先行的に設置する「ものづくりＷＧ」をはじめ、「まちづくり」
や「農業」といったテーマごとにＷＧを設置。ＷＧのテーマは年度
ごとに見直すイメージ。

経済団体等

※ 自治体以外へ
のアプローチ
を念頭に連携
を強化

２【別紙１】

※ 会員からソリューションを提案する勉強会（懇談会と協議会の共催）の
開催などを想定



四国情報通信懇談会・ICT研究交流フォーラムについて ３【別紙２】

 ＩＣＴ研究者・技術者の立場から四国地域の発展に資することを目的とした部会として、ＩＣＴ研究交流フォー

ラムを設立。

 ＩＣＴ研究交流を推進し、技術的な視点から地域ＩＣＴ利活用の促進に取り組むとともに、地域特性に即したＩ

ＣＴ技術開発へのフィードバックを図る。

 特に、研究者・技術者の知見を地域に

  おける社会課題解決に役立てていただく

  ため、大学等の研究者、企業等で研究に

  携わる技術者、地域課題を抱える企業、

  自治体との交流を促進させるための取組

  を実施。

 ● セミナーや視察会の開催

   ⇒ 最新のＩＣＴ技術やＩＣＴ技術を

活用した地域課題解決事例について

学べる機会を創出

● 情報交流会、研究交流サロン等の開催

   ⇒ 四国管内における課題保有者と課題

解決支援者のマッチング機会を創出

● 国の予算獲得を支援

   ⇒ 国の研究開発予算への提案を検討さ

れている会員に対し、アドバイザー

チームによる案件形成支援を実施。

取組

設立趣旨



放送部会の機能強化イメージ

課題
● 地上民放・ケーブルテレビ各社では、現在、経営
革新を図りつつ更なる地域貢献・地域課題解決に向
けて、地域ＤＸ推進、放送コンテンツの配信等への
活用など放送業のリソースを活用した他事業への展
開や、バックヤード業務改革を推進し、放送業の発
達・改善にもつなげる取組を模索しているが、各社
まちまちで、国の支援の確保等に係る各社の認識も
大きなばらつきがある。

● 総合通信局放送部は『放送業（有線放送業を含
む）の発達、改善及び調整に関すること』も事務と
しているが、これまで、電波法・放送法に規定のあ
る許認可や、放送インフラ整備支援に偏っている。

目指すべき姿

● 放送メディアによる地域貢献・地域

課題解決(アジパラなどの地域イベン

ト支援、４Ｋコンテンツ等による地域

情報発信)や、放送事業の経営革新支

援(地域ＤＸ推進（無線利用を含む）、

バックヤード業務のＩＰ化・ＡＩ活用、

等）に関連するテーマを、放送部会事

務局が機能拡充した上で（下図参照）、

現在より幅広く柔軟に、放送事業者の

ニーズに応えるような放送部会の機能

に強化していく。

放送部内に「アジャストチーム」を設置

●地域貢献・地域課題解決
●経営革新支援
●無線局等許認可、インフラ整備、

DX支援策の公募

機能拡充のイメージ

放送事業者との密接な連携

放送部の機能拡充によるサポート強化

情報通信部

無線通信部

電波監理部

（本省各部署）放送部内で一元的に
窓口受付・伴走支援

放送事業者の立場で各部に働きかけ

放送部会を下支え

【別紙３】 ４



東海地域ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾝﾌﾗ整備･活用推進協議会について

「デジタルインフラ整備計画2030」の方針を踏まえ、デジタル人口減少・少子高齢化等が進展す
る中でも、社会機能を維持・発展させ、地域住民の生活を支えるため、東海地域の国の機関、地
方公共団体、通信事業者、関係団体等と連携して、地域のニーズに応じたデジタルインフラ整備
と、それを用いた先進的なソリューションの創出・普及を一体的に推進し、デジタル技術の徹底
活用による地域や社会の課題解決の取組を支援する。

目 的

活動イメージ

地域課題の把握（アンケート調査等）と
その解決に資するデジタル技術を活用した

ソリューションの提案

地域や社会の
課題解決の取組を

支 援

先行事例を共有する
セミナー・

勉強会等の開催

今後の主な取組

東海地域デジタルインフラ整備・
活用推進協議会

マッチング
伴 走 支 援
情 報 共 有

地方公共団体

地域情報化
アドバイザー

通信事業者
関係団体

国の機関
地域社会

ＤＸの

推進

ＡＩ

ロボット

センシング

地域経済
循環向上

農 業

製造業

生活
基盤

交 通

医療
・介護

労 働

ドローン

ＩｏＴ

行 政

エッジ
コンピューティング

生産性向上

社会機能
維持発展

地域活性化

安心
・安全

教 育ソリューション
提案

課 題 提 案

観 光

ソリューション
提供事業者

デジタル
インフラ

防 災

構成員：東海４県、東海４県の全市町村、NTT西日本、CTC、CATV連盟、携帯電話事業者（４社）、関東・東海農政局、東海総合通信局
オブザーバー：インフラシェアリング事業者（３社）、日本郵便、（東海地域に基盤がある）地域情報化アドバイザー

【別紙４】 ５

※令和７年12月に「東海地域通信インフラ整備推進協議会」を
「東海地域デジタルインフラ整備・活用推進協議会」に改組



今後のスケジュール（イメージ） ６

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月
情報通信懇談会に
おける検討

参考:先行的な取組

ものづくりＷＧ

アジア・アジア
パラ競技大会
応援ＷＧ

● 本見直し案（方向性）について、令和８年４月に機能強化検討ＰＴ内でメール審議を

行った後、各部会（運営委員会）において、見直しの詳細設計を検討する。

● その後、機能強化検討ＰＴで、最終案を取りまとめ、企画委員会及び幹事会に諮り、

総会において最終決定を得る。

ｱｼﾞｱ･ｱｼﾞｱﾊﾟﾗ競技大会に係る応援
ｲﾍﾞﾝﾄの企画･検討･支援

最
終
報
告

機能強化ＰＴ
[方向性確認]

各部会(運営委員会)
[詳細議論･部会意見集約]

機能強化ＰＴ
[案の審議]

(ﾒｰﾙ審議)

企画委員会
[案の審議]

幹事会
[案の審議]

総会
[案の審議]

(必要に応じて部会を複数回開催) (８月下旬) (９月中旬) (10月上旬)

勉強会 勉強会

（4/22)

PT案の
確定

（5/15)

イ
ベ
ン
ト
実
施

取りまとめ
案の説明

最終報告の作成

勉強会

（6/30)

最終とりまとめ

（7/31予定)
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